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ティー・ロウ・プライスグローバル・テクノロジー株式ファンド
Aコース（為替ヘッジあり）／Bコース（為替ヘッジなし）
追加型投信／内外／株式

投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建て資産には為替変動リスクもあります）を投資対象としているため、お客様の資産が
当初の投資元本を割り込み損失が生じることがあります。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずお読みください。

運用実績の推移

■Aコース（為替ヘッジあり）

※基準価額は1万口当たりです。
※基準価額および基準価額（分配金再投資）は信託報酬（後記の「ファンドの費用」参照）控除後のものです。
※基準価額（分配金再投資）および騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。
※運用実績は過去のものであり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。
   運用状況によっては、分配金額が変わる場合、または分配金が支払われない場合があります。

騰落率（％）

■Bコース（為替ヘッジなし）

運用実績の推移 騰落率（％）

※基準価額は1万口当たりです。
※基準価額および基準価額（分配金再投資）は信託報酬（後記の「ファンドの費用」参照）控除後のものです。
※基準価額（分配金再投資）および騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。
※運用実績は過去のものであり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。
   運用状況によっては、分配金額が変わる場合、または分配金が支払われない場合があります。

分配金実績（１万口当たり、税引き前）

分配金実績（１万口当たり、税引き前）

基準価額 15,288円 設定日 2020年9月28日
純資産総額 271.1億円 信託期間 原則として無期限
決算日 毎年2月25日（休業日の場合は翌営業日）

基準価額 29,280円 設定日 2020年9月28日
純資産総額 994.0億円 信託期間 原則として無期限
決算日 毎年2月25日（休業日の場合は翌営業日）
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期間 1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来
ファンド 5.63 0.45 47.55 36.78 137.02 52.88

期間 1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来
ファンド 3.94 -1.32 47.45 48.75 183.56 192.80

第２期 第３期 第４期 第５期 第６期
'22/2/25 '23/2/27 '24/2/26 '25/2/25 '26/2/25

分配金 0円 0円 0円 0円 0円 0円

累計

第２期 第３期 第４期 第５期 第６期
'22/2/25 '23/2/27 '24/2/26 '25/2/25 '26/2/25

分配金 0円 0円 0円 0円 0円 0円

累計

作成基準日　2026年9月30日
お客様用資料（月報）

当ファンドは、特化型運用を行います。
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ティー・ロウ・プライスグローバル・テクノロジー株式ファンド
Aコース（為替ヘッジあり）／Bコース（為替ヘッジなし）
追加型投信／内外／株式

投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建て資産には為替変動リスクもあります）を投資対象としているため、お客様の資産が
当初の投資元本を割り込み損失が生じることがあります。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずお読みください。

銘柄名 セクター 通貨 国・地域 構成比

1 エヌビディア 半導体・半導体製造装置 米ドル 米国 16.19%

2 アドバンスト･マイクロ･デバイセズ(AMD) 半導体・半導体製造装置 米ドル 米国 7.01%

3 台湾セミコンダクター 半導体・半導体製造装置 台湾ドル 台湾 6.13%

4 インテル 半導体・半導体製造装置 米ドル 米国 5.06%

5 ブロードコム 半導体・半導体製造装置 米ドル 米国 4.52%

6 サムスン電子 テクノロジー・ハードウェアおよび機器 韓国ウォン 韓国 4.28%

7 アップル テクノロジー・ハードウェアおよび機器 米ドル 米国 4.02%

8 ASMLホールディング 半導体・半導体製造装置 ユーロ オランダ 3.67%

9 SKハイニックス 半導体・半導体製造装置 韓国ウォン 韓国 3.29%

10 スペース・エクスプロレーション・テクノロジーズ 電気通信サービス 米ドル 米国 2.37%

合計 56.55%

（組入銘柄数：76銘柄)

※構成比はすべてマザーファンドの対純資産総額の比率です。
※セクター配分は、世界産業分類基準（GICS）の分類によります。ティー・ロウ・プライスは、将来の報告についてGICSの更新があればそれに従
います。GICSの情報は巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」をご確認ください。
※現金他には、キャッシュのほか未収・未払金等を含んでおり、マイナスとなる場合もあります。

■資産配分 ■国・地域別配分（上位10ヵ国） ■セクター配分

■組入上位10銘柄

ティー・ロウ・プライスグローバル・テクノロジー株式マザーファンドの状況

株式等 98.60%

現金他 1.40%

合計 100.00%

■通貨配分（上位5通貨）
通貨 構成比

米ドル 70.11%

ユーロ 8.72%

台湾ドル 8.05%

韓国ウォン 7.58%

日本円 3.48%

その他の通貨 2.08%

合計 100.00%

国・地域 構成比

米国 65.18%

台湾 8.03%

韓国 7.58%

オランダ 6.58%

日本 3.02%

ドイツ 2.94%

中国 2.20%

英国 1.06%

イスラエル 0.74%

カナダ 0.71%

その他 0.57%

現金他 1.40%

合計（12ヵ国） 100.00%

作成基準日　2026年9月30日
お客様用資料（月報）

セクター 構成比

半導体・半導体製造装置 59.52%

テクノロジー・ハードウェアおよび機器 15.24%

ソフトウェア・サービス 13.15%

電気通信サービス 2.37%

医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 2.04%

金融サービス 1.89%

メディア・娯楽 1.58%

一般消費財・サービス流通・小売り 1.31%

資本財 0.64%

自動車・自動車部品 0.39%

銀行 0.29%

消費者サービス 0.18%

現金他 1.40%

合計 100.00%

※構成比はすべてマザーファンドの対純資産総額の比率です。
※セクター配分は、世界産業分類基準（GICS）の分類によります。ティー・ロウ・プライスは、将来の報告についてGICSの更新があればそれに従
います。GICSの情報は巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」をご確認ください。
※当該銘柄の売買を推奨するものではありません。
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ティー・ロウ・プライスグローバル・テクノロジー株式ファンド
Aコース（為替ヘッジあり）／Bコース（為替ヘッジなし）
追加型投信／内外／株式

投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建て資産には為替変動リスクもあります）を投資対象としているため、お客様の資産が
当初の投資元本を割り込み損失が生じることがあります。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずお読みください。

■市場概況
9月のグローバル株式市場（MSCI オール・カントリー・ワールド・インデックス）は下落しました。
当月、情報技術セクター指数は、半導体やハードウェア関連銘柄がけん引し、プラスのリターンとなりました。月中旬に、人工知能（AI）
の安全性を巡る議論を背景にAI開発のペースが鈍化する可能性が意識され、半導体や関連機器株は急落しました。しかし、月後半
は、半導体大手による強いAI需要見通しやAIエージェントの普及に伴うAI向け計算処理需要拡大への期待が再び高まり、関連株が
大きく持ち直しました。一方、ソフトウェア関連銘柄は、AIによる既存サービスへの影響が意識されたほか、一部企業の業績や見通しへの
慎重な見方などから下落しました。
情報技術セクター以外の代表的なテクノロジー銘柄では、メタ・プラットフォームズは個人向けAIエージェント「Muse」の投入を受けてAIの
新たな収益機会への期待が高まったことに加え、アプリへのAI機能の統合やウェアラブル端末への展開に対する期待、堅調な広告事業
も好感され、株価が上昇しました。一方、電子商取引（EC）大手アマゾン・ドット・コムは、前述したメタ・プラットフォームズのショッピング
支援機能を備えたAIエージェント「Muse」が普及すれば、同社のECや広告事業へ影響が及ぶと懸念され、下落しました。オンライン動
画配信大手ネットフリックスは、視聴時間の減少や大型ヒット作品の不足への懸念から、複数のアナリストが投資判断を引き下げたことな
どが嫌気され、下落しました。
*上記はすべてMSCI オール・カントリー・ワールド・インデックス（税引前配当込み、現地通貨ベース）

■運用概況
9月のファンドの騰落率は、Aコース（為替ヘッジあり）は+5.63%、Bコース（為替ヘッジなし）は+3.94%となりました。
組入銘柄では、アドバンスト・マイクロ・デバイセズ（AMD）や半導体メーカーのインテルがプラスに寄与しました。AMDは、同社の経営
陣が2027年にはデータセンター売上高が前年比2倍超に拡大するとの見通しを改めて示したことに加え、AIエージェントの利用拡大が
進む中で、AI向け計算処理需要の拡大期待が高まり、株価が上昇しました。インテルは、製品価格の引き上げ観測を受けた収益改善
期待や、AIエージェントの利用拡大に伴うCPU需要の拡大期待に加え、同社が韓国の半導体大手SKハイニックスと米国でのメモリチッ
プ生産に向けた協業を検討しているとの報道を受け、設備投資負担の軽減期待が高まり、株価が上昇しました。
一方、半導体およびソフトウェアの設計・開発会社のブロードコムや公共安全テクノロジー大手のアクソン・エンタープライズの組み入れがマ
イナスに寄与しました。ブロードコムは好調な決算を発表したものの、売上高見通しが市場予想を下回り、カスタム半導体市場の競争激
化への懸念が払しょくできなかったことから、株価が下落しました。当運用では、同社の特定用途向け集積回路やネットワークスイッチ技
術における高い競争力を評価しています。特に用途に最適化された高性能な半導体ソリューションを求めるハイパースケーラーの需要を
取り込める優位な立場にあるとみています。アクソン・エンタープライズは、監視技術をめぐるプライバシー保護への懸念が業界全体に広が
るなか、10億米ドル規模の転換社債発行計画に伴う株式希薄化への警戒感が強まり、下落しました。当運用では、公共安全分野で
の強固な事業基盤に加え、新製品の投入やAIを活用したソフトウェアの拡充などを背景に、持続的な売上高成長を期待しています。

■今後の見通し
当運用では、AI関連の投資サイクルを引き続き前向きにとらえています。プログラミングを支援するAIエージェントが急速に大きな市場へと
成長しているほか、今後は個人向けAIエージェントの普及もAI向け計算処理需要を押し上げ、その拡大ペースは加速するとみています。
また、AIを利用する企業などは、AI処理の効率化によってコストが低下した場合でも、AI関連支出を削減するのではなく、AIを活用する
業務の拡大や処理する情報量の増加に資金を振り向けると考えています。こうした動きを背景に、計算処理需要の拡大が続き、AI関
連の設備投資も2027年にかけて増加基調を維持すると予想しています。一方で、投資拡大の一部が借入金に依存している点には留
意が必要です。AI投資から期待される収益が想定どおり実現しない場合には、財務負担が高まり、設備投資の持続性や市場評価に
影響を及ぼす可能性があるためです。そのため当運用では、AIの長期的な成長機会を評価する一方、投資の採算性や資本効率につ
いても慎重に見極めていく方針です。

こうした環境を踏まえ、ポートフォリオ運営においては、AIインフラ関連を引き続き重要な投資テーマと位置付けつつ、企業ごとの成長性や
株価評価を見極めていく方針です。具体的には、①経済活動の根幹を支える重要な技術（リンチピン・テクノロジー）を提供し、②長
期的な成長が見込まれる市場で革新性によってシェアを拡大し、③売上成長の加速や利益率の改善がみられ、④バリュエーションが合
理的な銘柄の発掘を進めてまいります。

運用担当者のコメント

作成基準日　2026年9月30日
お客様用資料（月報）
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ティー・ロウ・プライスグローバル・テクノロジー株式ファンド
Aコース（為替ヘッジあり）／Bコース（為替ヘッジなし）
追加型投信／内外／株式

当資料のご利用にあたっての注意事項

当資料は、ティー･ロウ･プライス・ジャパン株式会社が作成したお客様用資料であり、金融商品取引法に基づく
開示書類ではありません。投資信託は、値動きのある有価証券等を対象としているため、投資元本を割り込み損
失が生じることがあります。ご購入の際は販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）を必ずお受
け取りのうえ、内容をよく読み、ご自身でご判断ください。
投資信託は、預金または保険契約ではないため、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象にはなり
ません。また、金融機関の預貯金と異なり、元本および利息の保証はありません。銀行等の登録金融機関でご購
入いただく投資信託は、投資者保護基金の支払対象ではありません。
ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング･オフ）の適用はありませ
ん。当資料に記載の運用実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用
成果を示唆あるいは保証するものではありません。個別銘柄につき、売買を推奨するものではありません。
当資料内で表示桁未満の数値がある場合、四捨五入しています。当資料は信頼できると考えられる情報に基づき
作成しておりますが、情報の正確性あるいは完全性について保証するものではありません。
著作権はティー・ロウ・プライスに帰属します。「T. ROWE PRICE」、「INVEST WITH CONFIDENCE」、大角
羊（ビッグホーン・シープ）のデザイン等（troweprice.com/ip参照）は、ティー・ロウ・プライス・グルー
プ・インクの商標です。その他全ての商標は、それぞれの所有者の所有財産です。ティー・ロウ・プライスと商
標所有者との承認、出資、提携を示唆するものではありません。
当資料はティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会社の書面による同意のない限り他に転載することはできませ
ん。
当資料における見解等は資料作成時点のものであり、将来事前の通知なしに変更されることがあります。
これらの見解はティー・ロウ・プライス・アソシエイツ・インク及びその関係会社の見解とは異なる場合があり
ます。また、当資料で示したデータ等は、情報提供を目的として掲載したものであり、将来の運用成果を示唆・
保証するものではありません。
世界産業分類基準（「GICS」）は、モルガン・スタンレー・キャピタル・インターナショナル（「MSCI」）お
よびマグロウヒル・カンパニーズ傘下のスタンダード＆プアーズ（「S&P」）が開発した独占的財産およびサー
ビスマークであり、ティー・ロウ・プライスにライセンス供与されています。MSCI、S&PまたはGICSの作成、
編集もしくはGICS分類に関与する第三者はいずれも、当該基準や分類（またはその利用から得られた結果）に
ついて明示的にも暗示的にもいかなる保証や表明もしません。また、すべての関係当事者は、当該基準や分類の
いずれについても、その独創性、正確性、網羅性、商品性または特定の目的適合性について、いかなる保証から
も明示的に免責されます。前述の内容を制限することなく、MSCI、S&P、その関連会社またはGICSの作成、編
集もしくはGICS分類に関与する第三者はいずれの場合も、直接的、間接的、特別、懲罰的、結果的またはその
他のいかなる損害（逸失利益を含む）について、その発生可能性が通知されていたとしても、いかなる責任も負
いません。

収益分配金に関する留意点
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お客様用資料（月報）

■分配金は、預貯金の利息とは異なり投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金
額相当分、基準価額は下がります。
■分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払わ
れる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、
分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。
■投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当す
る場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同
様です。

商号等：野村證券株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第142号

加入協会：日本証券業協会／一般社団法人資産運用業協会／
一般社団法人金融先物取引業協会／
一般社団法人第二種金融商品取引業協会／
一般社団法人日本STO協会

商号等：ティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3043号

加入協会：一般社団法人資産運用業協会／
一般社団法人第二種金融商品取引業協会

受託会社：野村信託銀行株式会社


